
 

 

   白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、物価高騰により影響を受ける介護サービス事業所、障害福祉サービ

ス事業所に対し、予算の範囲内で社会福祉施設等物価高騰対策支援金（以下「支援金」

という。）を交付するものとし、その交付に関しては、白浜町補助金等交付規則（平成

２５年白浜町規則第１７号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱

に定めるところによる。 

 （交付対象者） 

第２条 支援金の交付対象者は、次に掲げる全ての要件を満たす者とする。 

 ⑴ 令和７年６月３０日（以下「基準日」という。）において、白浜町内に所在する次

のアからサに掲げる施設又は事業所（以下「施設等」という。）を運営している開設

者又は指定事業者（以下「開設者等」という。）であること。 

  ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１項に規定する居宅サービス事

業を行う事業所。ただし、居宅療養管理指導、短期入所療養介護、福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売の事業を行う事業所を除く。 

  イ 介護保険法第８条第１４項に規定する地域密着型サービス事業を行う事業所 

  ウ 介護保険法第８条第２４項に規定する居宅介護支援事業を行う事業所 

  エ 介護保険法第８条第２５項に規定する介護保険施設 

  オ 介護保険法第１１５条の４５第１項第１号イ又はロに規定する第１号事業を行う

事業所。ただし、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るた

めの指針（令和６年厚生労働省告示第１６８号）第２の４の（１）に規定する従前

相当サービスを行う事業所に限る。 

  カ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の６に規定する軽費老人ホー

ム 

  キ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第２９条第２項に規定する指定

障害福祉サービス事業者等 

  ク 障害者総合支援法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業

者 

  ケ 障害者総合支援法第７７条第１項第９号に規定する事業を行う事業者 

  コ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者 

  サ 児童福祉法第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事業者 

 ⑵ 本支援金の申請日において、施設等で運営する事業の実態があること。 

 ⑶ 事業継続の意思がある者であること。 

 （不交付要件） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者（法人にあっては、



その役員が次の各号のいずれかに該当する場合を含む。）に対しては、支援金を交付し

ない。 

 ⑴ 交付申請する施設等で運営する事業において既に本支援金の交付を受けた者。ただ

し、第７条第３項の規定による再度の交付の決定を行う者を除く。 

 ⑵ 白浜町暴力団排除条例（平成２３年白浜町条例第１５号）第２条第３号の暴力団員

等又は同条第１号の暴力団若しくは同条第２号の暴力団員と密接な関係を有する者 

 ⑶ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執行を受け

ることのなくなるまでの者 

 ⑷ 前３号に掲げる者のほか、本支援金の趣旨及び目的に照らして適当でないと町長が

認める者 

 （支援金額） 

第４条 支援金の額は、別表のとおりとする。 

 （支援金の交付の申請） 

第５条 支援金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、施設等ご

とに白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付申請書（様式第１号）に必要な書類

を添えて町長に対し提出しなければならない。ただし、申請者が複数の施設等の開設者

等である場合、一の申請で足りるものとし、その場合、申請する施設等ごとに別紙を作

成し、添付しなければならない。 

 （交付申請の期間及び添付書類等） 

第６条 支援金の申請期間は、令和７年８月１日から令和７年９月１６日までとする。 

２ 第５条に規定する支援金の交付申請書に添付すべき書類の様式等は、次に掲げるとお

りとする。 

 ⑴ 誓約書（様式第２号） 

 ⑵ 役員名簿（申請者が法人の場合のみ）（様式第３号） 

 ⑶ その他町長が必要と認める書類 

 （支援金の交付の決定） 

第７条 町長は、支援金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に係る支援金の交付が本要綱その他関係

法令等で定めるところに違反しないかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調

査し、支援金を交付すべきものと認めたときは、速やかに白浜町社会福祉施設等物価高

騰対策支援金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に交付の決定を通知するもの

とする。 

２ 町長は、前項の場合において、適正な交付を行うために必要があるときは、支援金の

交付の申請に係る事項に修正を加えて支援金の交付の決定をすることができる。 

３ 町長は、交付の決定の後に申請者の責によらない事由により交付の決定の変更をする

事由が生じたときは、再度の交付の決定をすることができる。 

 （実績報告及び額の確定） 

第８条 この支援金の実績報告は、規則第１２条の規定にかかわらず、第５条に規定する

支援金の交付の申請により当該実績報告があったものとみなす。 

２ この支援金の額の確定は、規則第１３条の規定にかかわらず、第７条に規定する支援



金の交付の決定により当該支援金の額の確定を行ったものとみなす。 

 （請求書の省略） 

第９条 この支援金の交付請求は、規則第１５条の規定にかかわらず、第７条に規定する

支援金の交付の決定を申請者に通知した日に、申請者から請求書の提出があったものと

みなす。 

 （申請書類の保管） 

第１０条 申請者は、支援金の交付後においても申請書に添付した書類の原本等を支援金

の交付を受けた後５年間保管し、町長から提出の求めがあった場合にはこれに応じなけ

ればならない。 

 （申請の取下げ） 

第１１条 申請者は、交付の決定が行われるまでの間、当該申請を取り下げることができ

る。 

 （支援金の交付） 

第１２条 町長は、第７条の規定による交付の決定後、申請者に対して支援金を速やかに

交付するものとする。 

２ 町長は、第７条第３項の規定による再度の交付の決定を行った場合において、再度の

交付の決定を行った額と既に支払った額に差がある場合は、その差額を交付することが

できる。 

 （決定の取消し） 

第１３条 町長は、申請者（法人にあっては、その役員を含む。）が第３条に規定する支

援金の不交付要件に該当することが判明したとき又は支援金の交付の決定の内容に付し

た条件その他法令若しくはこれに基づく町長の処分に違反したときは、支援金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （支援金の返還） 

第１４条 町長は、第７条第３項の規定により支援金の減額による再度の交付の決定をし

た場合又は前条の規定により支援金の交付の決定を取り消した場合には、申請者の当該

減額又は取消しに係る部分に関し、既に支援金が交付されているときは、期限を定めて

当該支援金の返還を命ずるものとする。 

 （立入検査等） 

第１５条 町長は、支援金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、申請

者に対して報告をさせ、又は町職員にその事務所、施設等に立ち入り、帳簿書類その他

の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付等に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

支援対象 単価 

介護サービス

事業所等 
通所系 

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通

所介護、通所リハビリテーション、小規模多機能

型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、通所

型サービス 

8,500 円/定員 

入所系(介

護保険施 

設) 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設

、介護老人保健施設、介護医療院 
6,000 円/定員 

入所系(介

護保険施

設以外) 

認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活

介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、短期

入所生活介護（単独型又は併設型に限る。）、軽

費老人ホーム 

13,000 円/定員 

訪問系 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビ

リテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護、夜間対応型訪問介護、訪問型サービス 

25,500 円/事業所 

居宅介護

支援 
居宅介護支援 12,000 円/事業所 

障害福祉サ

ービス事業所  

通所系 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自

立訓練（生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児

童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイ

サービス、地域活動支援センター 

4,000 円/定員 

居住系 
共同生活援助、短期入所（単独及び併設型に限る

。） 
4,000 円/定員 

入所系 
施設入所支援、福祉型障害児入所施設、医療型障

害児入所施設 
3,500 円/定員 

訪問系 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、

就労定着支援、自立生活援助、居宅訪問型児童発

達支援、保育所等訪問支援 

11,000 円/事業所 

相談系 
計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障

害児相談支援 
5,000 円/事業所 

 ※定員は基準日において指定又は届出している数とする。 



様式第１号（第５条関係）  

  年  月  日 

 

白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付申請書 

 

白浜町長  様 

 

申請者住所 
 

フリガナ  

申請者名称 

(個人事業者の場合は空欄) 
 

フリガナ  

役職名及び代表者名  

(個人事業者の場合は氏名） 
 

連絡先電話番号   

フリガナ  

担当者名   

日中連絡先   

メールアドレス   

 

白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金の交付について、白浜町社会福祉施設等物

価高騰対策支援金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 １ 支援金交付申請額      金                 円 

 ２ 関係書類 

 ・支援金交付申請書の別紙（個票） ・誓約書（様式第２号） 

 ・役員名簿（様式第３号）※法人の場合のみ 

３ 振込先金融機関口座 

金融機関名  金融機関コード  

支店名  支店コード  

預金種別 普通・当座 口座番号  

フリガナ  

口座名義  



様式第２号（第６条関係）  

誓 約 書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

（該当する部分に☑してください。全ての項目に☑がある方のみが申請可能です。） 

 

記 

 

☐ 白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付要綱（以下「要綱」という。）に

定める交付対象者です。 

☐ 支援金交付申請書の別紙に記載の施設等は、本支援金の交付を受けていません。 

☐ 白浜町暴力団排除条例（平成２３年白浜町条例第１５号）第２条第３号の暴力団

員等又は同条第１号の暴力団若しくは同条第２号の暴力団員と密接な関係を有する

者ではありません。 

☐ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執行を受

けることのなくなるまでの者ではありません。 

☐ 審査の必要に応じ、申請内容について関係機関に情報の提供や照会等をするこ

とに同意します。  

☐ 要綱第３条に規定する不交付要件に該当することが判明した場合、要綱第１３条

に基づき、交付の決定の全部又は一部を取り消されても何ら異議の申立てを行いま

せん。 

☐ 提出書類の記載事項に虚偽があった場合は、支援金を一括返還します。 

 

 

白浜町長  様 年 月  日 

 

法人名（個人事業者の場合は空欄） 

 

  

役職名及び代表者名（個人事業者の場合は氏名） 

  

  

 



様式第３号（第６条関係）役員名簿（※法人の場合のみ） 

 

役員名簿 

 

 

 

役職名  

フリガナ 

住 所 生 年 月 日 氏 名 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

※法人の登記事項証明書に記載されている役員全員（現在就いている方）について記載してください。 

※収集した個人情報については、白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金に係る事務についてのみ使用し、その他

の目的のためには使用しません。ただし、必要と認める場合は、本役員名簿について、警察当局へ照会又は提

供することがあります。  

法人名称  



様式第４号（第７条関係） 

 

白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

白浜町長            

 

 

     年  月  日付けで申請のあった白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金

交付申請について、次のとおり決定したので、白浜町社会福祉施設等物価高騰対策支援金

交付要綱第７条の規定により、通知します。 

 

 

 

支援金交付決定額                     円 


